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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成22年1月7日(2010.1.7)

【公開番号】特開2008-145584(P2008-145584A)
【公開日】平成20年6月26日(2008.6.26)
【年通号数】公開・登録公報2008-025
【出願番号】特願2006-330661(P2006-330661)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  13/00     (2006.01)
   Ｇ０３Ｂ   5/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ  13/00    　　　　
   Ｇ０３Ｂ   5/00    　　　Ｊ

【手続補正書】
【提出日】平成21年11月17日(2009.11.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
物体側から像側へ順に、正の屈折力の第１レンズ群、負の屈折力の第２レンズ群、正の屈
折力の第３レンズ群より構成され、前記第２レンズ群を光軸上移動させてフォーカスを行
う光学系において、全系の焦点距離をＦ、前記第１レンズ群の焦点距離をＦ１、前記第２
レンズ群の焦点距離をＦ２、前記第３レンズ群の焦点距離をＦ３とするとき、
　　０．６００＜　Ｆ１／Ｆ　　　＜　０．８００
　　０．３００＜　｜Ｆ２｜／Ｆ　　＜　０．４５０
　　０．４００＜　Ｆ３／Ｆ　　　＜　０．６００
　　１．６００＜　Ｆ１／｜Ｆ２｜　＜　２．２００
なる条件を満足することを特徴とする光学系。
【請求項２】
前記第１レンズ群は、物体側から像側へ順に、３枚の正レンズと、１枚の負レンズを有す
ることを特徴とする請求項１に記載の光学系。
【請求項３】
前記第３レンズ群の少なくとも一部のレンズ成分を光軸に対し垂直方向の成分を持つ方向
に移動させて該光軸に対し垂直方向に像を移動させることを特徴とする請求項１又は２に
記載の光学系。
【請求項４】
前記第３レンズ群は、物体側から像側へ順に、正の屈折力の第３１レンズ成分、負の屈折
力の第３２レンズ成分、正の屈折力の第３３レンズ成分より構成され、前記第３２レンズ
成分を光軸に対し垂直方向の成分を持つ方向に移動させて該光軸に対し垂直方向に像を移
動させており、前記第３１レンズ成分の焦点距離をＦ３１、前記第３２レンズ成分の焦点
距離をＦ３２、前記第３３レンズ成分の焦点距離をＦ３３とするとき、
　　０．２００＜　Ｆ３１／Ｆ　＜　０．７００
　　０．１００＜　｜Ｆ３２｜／Ｆ　＜　０．３５０
　　０．１５０＜　Ｆ３３／Ｆ　＜　０．５００
なる条件を満足することを特徴とする請求項１又は２に記載の光学系。
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【請求項５】
請求項１から４のいずれか１項に記載の光学系と、該光学系によって形成される像を受光
する固体撮像素子を有することを特徴とする撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　本発明の光学系は、物体側から像側へ順に、正の屈折力の第１レンズ群、負の屈折力の
第２レンズ群、正の屈折力の第３レンズ群より構成され、前記第２レンズ群を光軸上移動
させてフォーカスを行う光学系において、全系の焦点距離をＦ、前記第１レンズ群の焦点
距離をＦ１、前記第２レンズ群の焦点距離をＦ２、前記第３レンズ群の焦点距離をＦ３と
するとき、
　　０．６００＜　Ｆ１／Ｆ　　　＜　０．８００
　　０．３００＜　｜Ｆ２｜／Ｆ　　＜　０．４５０
　　０．４００＜　Ｆ３／Ｆ　　　＜　０．６００
　　１．６００＜　Ｆ１／｜Ｆ２｜　＜　２．２００
なる条件を満足することを特徴としている。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５１】
　　０．６２０＜　Ｆ１／Ｆ　＜　０．７５０・・・　　　　（１ａ）
　　０．３５０＜　｜Ｆ２｜／Ｆ　＜　０．４５０・・・　　（２ａ）
　　０．４２０＜　Ｆ３／Ｆ　＜　０．６００・・・　　　　（３ａ）
　　１．６００＜　Ｆ１／｜Ｆ２｜　＜　２．０００・・・　（４ａ）
また、本実施例において、さらに望ましくは、以下の条件式（５）～（７）のうち１以上
を満足するのが良い。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５３】
　第３レンズ群Ｌ３中の第３２レンズ成分を光軸に対し垂直方向の成分を持つように移動
させて防振を行うときは、次の条件を満足するのが良い。すなわち、第３１レンズ成分Ｌ
３１の焦点距離をＦ３１、第３２レンズ成分Ｌ３２の焦点距離をＦ３２、第３３レンズ成
分Ｌ３３の焦点距離をＦ３３とする。このとき、
　　０．２００＜　Ｆ３１／Ｆ　＜　０．７００・・・　　（５）
　　０．１００＜　｜Ｆ３２｜／Ｆ　＜　０．３５０・・・（６）
　　０．１５０＜　Ｆ３３／Ｆ　＜　０．５００・・・　　（７）
なる条件を満足することである。
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【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５４】
　条件式（５）～（７）は、各レンズ成分の最適な屈折力を規定するものである。これに
より、第３２レンズ成分Ｌ３２を光軸と垂直方向の成分を持つ方向に移動させて像を変移
させる際、第３２レンズ成分の少ない偏心移動により結像面上の大きな像位置の変移を得
つつ、良好な像性能を確保することができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５５】
　各々の条件式（５）～（７）の数値範囲のうち１つ以上の数値範囲を外れるとそのバラ
ンスを保つことが困難となってくる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５６】
　本実施例において、更に望ましくは上記条件式（５）～（７）の数値を以下の数値範囲
とするのが良い。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５７】
　　０．２５０＜　Ｆ３１／Ｆ　＜　０．６５０・・・　　（５ａ）
　　０．１５０＜　｜Ｆ３２｜／Ｆ　＜　０．３５０・・・（６ａ）
　　０．２００＜　Ｆ３３／Ｆ　＜　０．４５０・・・　　（７ａ）
　以上のように各実施例によれば３５ｍｍライカ版用に換算して焦点距離１３５ｍｍから
２００ｍｍ程度、Ｆナンバー２．０程度の良好なる光学性能を有し、重量の軽い光学系及
びそれを有する撮像装置が得られる。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　次に本発明の実施例１～４に対応する数値実施例１～４を示す。数値実施例１～４にお
いてｆは全系の焦点距離、ＦｎｏはＦナンバー、Ｒはレンズ面の曲率半径、Ｄはレンズ厚
及び空気間隔、Ｎｄとνｄは各々レンズのガラスの屈折率とアッベ数のｄ線（λ＝５８７
．６ｎｍ）に対する値である。また各収差図において、ｆは全系の焦点距離、ＦｎｏはＦ
ナンバー、ωは半画角を示す。また表－１に前述の条件式と数値実施例における諸数値と
の関係を示す。
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【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６３】
【表５】
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